共有されていない製品価値の定量化についての一考察 by 陰山 孔貴
－ 37－
１ はじめに
　本稿の研究目的は、「共有されていない製品価値」
の定量分析の方法について理論的考察を行うことで
ある。
　近年、製品開発、とりわけ家電製品の製品開発を
取り囲む状況に大きな変化が生じている。その大き
な変化とは、製品のモジュール化の進展、経済のグ
ローバル化である。この社会の変化の中で、過去に
なされてきた製品の機能に注目した製品開発研究に
対する限界も指摘されるようになってきている。製
品のモジュール化は、より進んだ分業を可能とし、
企業はそれぞれの分野で選り抜きのサプライヤーか
ら調達した部品を組み合わせるだけで、顧客ニーズ
にある程度こたえられる製品を作ることを可能とし
た。経済のグローバル化は、各国企業の技術力を向
上させ、その差を小さなものとし、顧客が求めるレ
ベルの製品を作ることができる企業数を増加させ
た。これらの結果、企業間競争は激化し、コモディ
ティ化と呼ばれる状況が生じることとなった ( 榊
原・香山 ,	2006)1。さらに、こうした動きは、家電
製品のみならず、それ以外の製造業にも広がりつつ
ある ( 陰山 ,	2014a)。
　このような社会状況を踏まえ、経営学においても
コモディティ化を克服するための方策を模索する研
究が、近年、盛んに行われている2。その中でも、近年、
注目を集めているのが製品の機能ではない価値に焦
点をあてた研究である。
　具体的には、それぞれの先行研究の中で「意味
的価値」	( 延岡 ,	2006a,	2006b,	2008,	2010,	2011;
延岡・高杉 ,	2010)、「見えない次元の価値」( 楠
木 ,	2006,	2010;	楠木・阿久津 ,	2006)、「経験価値」
（Schmitt,	1999,	2003）、「感覚的・意味的・情報的
価値」(鳥居 ,	1996)、「情緒的価値」(遠藤 ,	2007)、「経
験経済」(Pine	and	Gilmore,	2000)、「サービス・ド
ミナント・ロジック」	(Vargo	and	Lusch,	2004,	2008)
と呼ばれているものである。
　これらの概念では、製品の機能とは異なり、顧客
の深層的な好みや、顧客が置かれている特別な状況
（コンテクスト）から創出される価値に焦点があて
られている。これらの価値は、多くの顧客にとって
解釈の幅が狭まり、普遍的な価値を有する製品の機
能と異なり、顧客の深層的な好みや、顧客が置かれ
ている特別な状況（コンテクスト）から創出される
ため、多義性が高く、競合企業がそれを模倣するこ
とは困難であり、コモディティ化を発生させないの
ではないかと考えられている	( 延岡 ,	2008)。
　そして、多数存在するこれらの概念を整理した
研究に陰山 (2014b) や陰山・竹内 (2016) があり、
陰山・竹内 (2016) はこれらの概念を整理した上で
「共有されていない製品価値」という概念を提示し
ている。陰山・竹内 (2016) が提示している共有さ
れていない製品価値とは「その製品固有の特性とし
て、企業と市場間において共通認識がまだ持たれて
いない製品の特性からなる価値」のことである。ま
た、この共有されていない製品価値に対する概念と
して、「共有されている製品価値」についても陰山・
竹内 (2016) は定義を行っている。なお、この共有
されている製品価値とは「その製品固有の特性とし
て、企業と市場が共に認識している特性からなる製
品の価値」のことである。
　これらの定義に従うと製品価値は、共有されてい
ない製品価値と共有されている製品価値から構成さ
れる価値となる ( 図１)。
　また、この視点で考えると製品のタイプは大きく
２つに分けることができる。１つがカテゴリー製品
であり、もう１つが脱カテゴリー製品である ( 陰山・
竹内 ,	2016)。カテゴリー製品とは企業・市場間で
共通認識のある特性が備わっている製品のことであ
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る。カテゴリーはある意味、企業と顧客に製品に
対する一定の評価基準や価値基準を提供するもので
あり (Meyers-Levy	and	Tybout,	1989)、既存のカテ
ゴリー製品には既に確立された共有されている製品
価値が存在する。つまり、既存のカテゴリー製品に
おいて企業が競合製品との差別化を図ろうとする場
合、その共有されている製品価値をベースにし、そ
の上に共有されていない製品価値を付与することに
よって、差別化を図ることが求められる。これに対
し、既存のカテゴリーにはないような全く新しい脱
カテゴリー製品の場合、この共有化された価値は存
在しない。なぜなら、脱カテゴリー製品になりうる
製品は、一定の評価基準や価値基準から逸脱し、新
規すぎるがゆえに、その製品に対して企業・市場間
で共通認識された特性というものが備わっていない
ためである。
カテゴリー製品 脱カテゴリー製品
複数の共有されて
いない製品価値　
複数の共有されて
いない製品価値　
複数の共有されて
いる製品価値　　
共有されていない製
品価値と共有されて
いる製品価値の両方
がある製品
共有されていない製
品価値のみの製品　
（陰山・竹内 (2016) をもとに筆者作成）
図１　製品価値の構成
２  問題意識
　このように考えるとカテゴリー製品として競合製
品との差別化を実現する時も、競合製品がそもそも
存在しない脱カテゴリー製品として製品を開発する
時も重要になる価値は共有されていない製品価値と
言える。
　実際、共有されていない製品価値の創出はコモ
ディティ化が進展する昨今、特に必要であり、これ
に関する研究が今、求められている。しかし、共有
されていない製品価値の把握は難しく、事例研究だ
けでは研究者の意識や視点、もしくは、製品開発者
の主観に大きく左右されるところがある。この研究
の質を高めるためにも、価値の定量化によるトライ
アンギュレーションを行うことが必要である3。
　しかし、先行研究において共有されていない製品
価値の定量化の試みはまだ十分に行われていない。
この共有されていない製品価値の定量化の試みは、
学術的な貢献はもちろんのこと、実践的な視点から
も、大きな意義があろう。経営学においては、既に
多くの価値の測定について研究が行われており４、
実際の企業経営においても、その価値の測定が大き
な意思決定の判断材料として利用されている。実際
の企業経営において、価値についてマネジメントを
行うためには、その価値の定量化が必要となるので
ある。
３  価値の定量化
　価値の定量化には多くの方法があるが、本稿で
は、この共有されていない製品価値の定量化方法と
して、具体的に「確率的フロンティア分析」と「ヘ
ドニック・アプローチ分析」という２つの方法につ
いて考察を行う。
　本稿において、この分析方法を活用する理由は、
結論の先出となるが、この２つの手法が本稿でテー
マとしている共有されていない製品価値を測定する
際に、補完関係にあると考えるためである。より具
体的に述べると、確率的フロンティア分析では、製
品の特性毎の価値の把握は行えないが、分析の特性
上、共有されていない製品価値を網羅的に把握する
ことは可能である。これに対し、ヘドニック・アプ
ローチ分析では、製品の特性毎の価値の把握は行え
るが、共有されていない製品価値を網羅的に把握す
ることは分析の特性上できない。
　つまり、この２つの分析方法は、共有されていな
い製品価値を定量化する際には、相互に補完関係に
ある分析方法であり、本稿では、この 2つについ
て考察を行っていくこととする。
3-1 確率的フロンティア分析
　本節では、まず確率的フロンティア分析を活用し
た方法について理論的考察を行うこととする。
　確率的フロンティア分析は、主に、企業が行う生
産活動や支払う費用の非効率性5を測定する方法と
製
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図 2：費用フロンティア
 
((中村, 2011)から引用) 
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して発展してきた分析手法である。最大生産量を示
す生産フロンティアから実際の生産の差分を生産上
の非効率として測定したり、最小費用を示す費用フ
ロンティアと実際の企業の費用との差分を非効率と
して、測定する方法である (Meeusen	and	van	den	
Broeck,	1977;	Aigner,	Lovell,	and	Schmidt,	1977;	
Battese	and	Corra,	1977)。確率的フロンティア分
析では、企業の非効率性は最大生産、もしくは、最
小費用を表すフロンティア上の点と実際の企業の生
産と費用を表す点の距離によって捉えることができ
る。
　確率的フロンティア分析により、非効率がどのよ
うに示されるのかをよりわかりやすいように、例と
して費用フロンティアの図を示す（図２）。
　図２では、点 B、点 D、点 Gを、すべて実際の企
業の費用を表す観測点とし、点 A、点 E、点 I を、
各企業の最小費用である費用フロンティアを表す点
とする。企業の実際の費用と最小費用の差は、非効
率性と統計的誤差を含んでいる(中村,	2011)。点C、
点 F、点 Hは確率的フロンティアモデルによって
得られた誤差項を、非効率性と統計的誤差に分ける
点である。つまり、線分 BC、線分 DF、線分 GHは
それぞれの企業の非効率性を表し、線分 CA、線分
FE、線分HI は統計的誤差を示す。通常、点 Dや点
Gのように、観測点は費用フロンティアよりも上方
に位置するが、負の値を取る統計的誤差が非効率
性よりも大きい時、点 Bのように観測点は費用フ
ロンティアよりも下に位置することもある ( 中村 ,	
2011)。そして、費用フロンティアの関数型は、多
くの場合、最も単純なコブ・ダグラス型費用関数が
仮定され ( 中村 ,	2011)、式で表すと、（式１）のよ
うに示される。
In (C) ＝β＋βk In (Wk) ＋
βL In (WL ) ＋βy In(Y) ＋ u ＋ v　　（式１）　
︸
　　　　　　
　　　　		費用フロンティア
　なお、( 式 1) では、総費用を C、資本価格をWk、
労働価格をWL、生産量を Y、非効率性をu、統計的
誤差をv、定数項をβとしている。uは非効率性であ
り、uの分布は非負の半正規分布に従うと仮定され
る。vは統計的誤差であり、符号は正負のどちらも
取り得る正規分布に従うと仮定される。また、βk、
βL、βy は、それぞれの項目のパラメータを示して
いる。
3-1-1 確率的フロンティア分析の利点と欠点
　確率的フロンティア分析を用いる最大の利点とし
ては、通常の最小自乗法による非効率の推定とは異
なり、企業の最大生産を表す生産フロンティアや最
小費用を表す費用フロンティアを基準にして、誤差
項を、非負の値である非効率性と対称的な分布とす
（（中村 ,	2011）をもとに筆者作成）
図 2：費用フロンティア
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図 3：共有されていない製品価値と共有されている製品価値 
 
（筆者作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
B 
A 
C 
D 
E 
F 
pn1 
G 
H 
I 
pn3 
ν2 
ν1 
pn2 
ν3 
p 
y (製品特性) 
共有されている製品価値 (ps) 
共有されていない製品価値 (pn) 
統計的誤差 (v) 
：製品価値 
：共有されていない製品価値 (pn) 
と誤差項 (v) を分ける点 
：共有されている製品価値を示す点 (ps) 
る統計的な誤差項に分けて捉えることができる点が
ある ( 中村 ,	2011;	Kumbhakar	and	Lovell,	2003)。
つまり、確率的フロンティア分析においては、非効
率性は、半正規分布として仮定されることにより、
非負であることが考慮に入れられたモデルとなって
いる。
　これに対し、通常の最小自乗法による非効率の推
定では、誤差項を非効率と統計的な誤差項に区別す
ることや、非効率を非負の値とすることは困難であ
り、この点で、確率的フロンティア分析は、非効率
性を推定する上で、優れた分析方法と言える。そし
て、この確率的フロンティア分析においては、通常、
効率性などの点で望ましい漸近的性質をもつ最尤法
が使われる ( 中村 ,	2011)。なお、最尤法とは、デー
タが観測された確率を示す尤度が最大になるように
パラメータを調節し、その推定量を求める手法であ
る ( 羽森 ,	2009)。
　ただし、この確率的フロンティア分析の欠点とし
ては、非効率性を示す個々の内容については分析で
きない点がある。つまり、非効率性を示す個々の内
容の推移を分析するためには、併せて他の手法も活
用せねばならないことになる。
3-1-2 確率的フロンティア分析による共有され
ていない製品価値の測定
　では、具体的に確率的フロンティア分析を応用し
て、共有されていない製品価値を定量化するために
は、どのような式を用いればよいのであろうか。製
品価値は、共有されている製品価値と共有されてい
ない製品価値から構成されるため、( 式２) のよう
に示すことができる。
　　p ＝ pn	＋ ps　　　　　( 式	2)
　なお、( 式２) の p は製品価値、pn は共有されて
いない製品価値、ps は共有されている製品価値を
示している。
　この ( 式２) に、さらに、統計的なノイズを表す
統計的誤差項（v）と定数項 (β) を導入すると、( 式
３) として示すことができる。
　　p ＝β＋ pn ＋ ps ＋ v　　				( 式３)
　この ( 式３) と、( 式１) の確率的費用フロンティ
アの式は、類似の式となる。つまり、( 式 1) の費用
フロンティアを共有されている製品価値 (ps) へと
置き換え、非負の半正規分布である非効率性（u）
を共有されていない製品価値 (pn) へと置き換える
と6、費用フロンティアの図２は、図３のような共
有されていない製品価値 (pn) と共有されている製
品価値 (ps) の図へと置き換えることができる。
　ただ、この図の置き換えには、注意すべき点があ
る。それは、図２の確率的費用フロンティア分析の
図では、縦軸を費用 (C) としているが、図３では縦
軸を製品価値 (p) としている点である。つまり、図
２と図３は、真逆の性質のものを縦軸として置き換
（筆者作成）
図３：共有されていない製品価値と共有されている製品価値
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えていることとなる。つまり、費用フロンティアを
示す図２と本稿で活用しようとしている図３では、
図の解釈が異なっている。しかしながら、本稿にお
いては、その解釈が異なることは理解しながらも、
確率的費用フロンティア分析を行う際のアルゴリズ
ムは、本稿で測定する共有されていない製品価値を
推定する際にも活用できると考えている7。
3-2 ヘドニック・アプローチ分析
　本節では、ヘドニック・アプローチ分析を活用し
た方法について理論的考察を行っていく。
　ヘドニック・アプローチ分析は、価格という指標
を用い、品質特性を説明変数として、重回帰分析を
行い、それぞれの特性が価格に及ぼす係数を計算す
ることにより、製品の品質を金額という絶対的な数
値に置き換える手法である (Court,	1939;	Lancaster,	
1971)。なお、ここで言う品質とは、ある財の諸特
性の水準に対する総合的な評価のことを指す(太田,	
1980;	 白 塚 ,	1994,	1995a,	1995b,	1997、2000;	
白 塚・黒田 ,	1995,	1996;	 伊 藤 ,	2008a,	2008b,	
2010)。
　このヘドニック・アプローチ分析を用いることに
より、共有されている製品特性を価格に換算するこ
とができれば、共有されていない製品特性毎の価値
を定量的に分析できることが可能となる。
　ヘドニック・アプローチ分析という手法が有する
最大の利点は、品質という主観的な評価を、消費者
の意識調査や行動分析などによって判定するのでは
なく、極力、恣意性を排し、製品の特性に判断基準
を求めることができる点にある ( 白塚 ,	1998)。ま
た、他にも、ヘドニック・アプローチ分析には、一
旦、ヘドニック関数の推計を行ってしまえば、価格
と必要な製品特性を、随時、追加収集さえすれば、
品質の変化を捉えることが容易であるという利点が
ある。つまり、プロダクト・サイクルが短く、品質
変化が激しい製品の測定には、ヘドニック・アプロー
チ分析は適した手法となる ( 白塚 ,	1995a)。
3-2-1 ヘドニック・アプローチ分析の基盤とな
る考え方
　ヘドニック・アプローチ分析に経済的な意味づけ
を与えるのは、「ヘドニック仮説」と呼ばれる考え
方である。ヘドニック仮説とは、品質はその製品が
もつ各種の特性を統合したものとする考え方であ
り、これが、ヘドニック・アプローチを用いる前提
となる。このヘドニック・アプローチに対して、経
済理論的な基礎を与えるのは、「新しい消費者理論」
と呼ばれる「ランカスター・モデル」に基づく消費
者行動理論である (Lancaster,	1966)。通常のミク
ロ経済学のフレームワークでは、品質が少しでも異
なる財は全く別の財として取り扱われる。より具体
的に示すと、図４(a) における、代替関係にある製
品１と製品２は、お互いに少しづつ品質が異なるた
め、別々の財として定義され、消費者の選好関係は、
(a) 通常のミクロ経済モデル　　　　　　　　　　　　(b) ランカスター・モデル
（（白塚 ,	1998）をもとに筆者作成）
図４：消費者均衡
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この２種類の財の消費量の上に定義され、消費者の
均衡は、予算集合と無差別曲線の接する E* となる。
　しかし、この枠組みには問題点がある。それは、
製品の差別化を議論する際、この枠組みでは、各競
合企業間における製品の機能面などの競争は、新た
な財の登場として捉えられてしまい、その品質面の
競争を正面から捉えることができない点である ( 白
塚 ,	1998)。これに対し、ランカスター・モデルに
基づく消費者行動理論では、品質変化や財の多様化・
差別化の問題を取り扱うため、消費者の選好関係を、
消費する財の数量ではなく、財の消費によって取得
される特性の量に対して定義する。より具体的に示
すと、ランカスター・モデルを表す図４(b) におけ
る、製品１・２は、それぞれ特性１・２に分解され、
その組み合わせであるベクトルの方向によって表現
されることとなる8。そして、このベクトルの長さ
は、消費者の所得を製品単価で除した値に等しくな
り、消費者の予算集合は、２本のベクトルによって
囲まれた３角形になる。そして、消費者の選好関係
は、特性の数量に対して定義され、消費者均衡は、
予算集合と無差別曲線の接する E* となり、消費者
がその特性をどれだけ消費するのかを捉えているこ
ととなる (白塚 ,	1998)。つまり、このランカスタ ・ー
モデルを用いると、財の価格が複数の特性の関数と
して表すことが可能となる ( 白塚 ,	1994)。
3-2-2 ヘドニック・アプローチ分析による共有
されていない製品価値の測定
　ランカスター・モデルに依拠したヘドニック・ア
プローチ分析は、価格という指標を用い、品質特性
を説明変数として重回帰分析を行い、それぞれの特
性が価格に及ぼす係数を計算することにより、製品
の品質を金額という絶対的な数値に置き換える手法
である (Court,	1939;	Lancaster,	1971)。このため、
研究者が、ヘドニック・アプローチ分析を行う際に
は、大量の価格と特性データが必要となる。そして、
製品 i の価格 pi が n 個の特性の関数で表現できる
と仮定し、価格と特性の横断面データから回帰式を
推計することとなる。このヘドニック・アプローチ
では、この多様な特性値を分析するため、線形、片
側対数、両側対数のいずれかの関数が選択される。
本稿では、日本銀行による製品の消費者物価指数等
の算出で実績 ( 白塚・黒田 ,	1995,	1996) がある両
側対数による方法を採用することが良いと考えてい
る ( 式４)。
Inpit =α＋Σ
n
j=1
βj Inxijt ＋Σ
m
h=1
γh yiht ＋Σ
T
k=1
σkdikt＋μit（式４）
　( 式４) は、製品の価格（製品価値）を被説明変
数とし、製品の特性項目を説明変数とした分析式で
ある。そして、製品の品質特性値には連続的な数値
を取る品質特性（連続的品質特性値）と非連続的な
品質特性（離散的品質特性値）がある。このため、(式
４) の右辺では、説明変数が、連続的な特性と非連
続的な特性に分けて記載している。具体的には、	(式
４) の	xij t は、ｔ期における第ｉ財の第ｊ番目の連
続的な特性を示し、γiht は、ｔ期における第ｉ財の
第ｈ番目の非連続的な特性を示す。また、diktは年
次ダミー、μit は誤差項を示し、βj、γh、σkは、そ
れぞれ連続的な特性、非連続的な特性、年次ダミー
にかかるパラメータを示している。
　理論的には、この ( 式４) に、各製品の価格（製
品価値）と特性や年次ダミーなどを入力し、推定す
ることによって、ヘドニック・アプローチ分析が行
えることとなる。
　つまり、ここまで検討を行ってきた確率的フロン
ティア分析とヘドニック・アプローチ分析を活用す
ることで、多数の製品特性からなる共有されていな
い製品価値を網羅的に把握することと、製品特性ご
との共有されていない価値を把握することが理論的
には可能になる。
４  まとめ
　本稿では確率的フロンティア分析とヘドニック・
アプローチ分析という２つの分析手法から、共有さ
れていない製品価値の定量化方法について考案を行
なってきた。ただ、あくまで本稿は理論的な一考察
であり、今後具体的な事例に対し、検討を行なう必
要がある。
注
１　コモディティ化については、近年、多数の研究
がなされており、それぞれの先行研究におい
て、コモディティ化について定義がなされて
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いる。例えば、楠木 (2006,	2010) はコモディ
ティ化を「製品やサービスの価値が価格とい
う最も可視的な次元に一元化され、価値次元
の可視性が極大化した状況のこと」と定義し、
楠木・阿久津 (2006）は「市場において、あ
る商品カテゴリーにおける競合企業間で製品
やサービスの違いが価格以外にはないと顧客
が考えている状態のこと」と定義している。
ま た、Christensen	and	Raynor(2003) は「 差
別化できず企業の収益が悪化すること」、榊原
（2006）は「低価格以外に格別の差別化手段を
もたない日用品になること」、恩蔵 (2007) は
「企業間における技術水準が次第に同質的とな
り、製品やサービスにおける本質部分で差別
化が困難となり、どのブランドを取り上げて
みても顧客側からするとほとんど違いを見出
すことができない状況」、そして、延岡・伊藤・
森田 (2006) は「参入企業が増加し、商品の差
別化が困難になり、価格競争の結果、企業が
利益を上げられないほどに価格低下すること」
と定義している。
２　例えば、延岡(2006a,	2006b,	2008,	2010,	2011),	
	 延岡・伊藤・森田 (2006),	延岡・軽部 (2012),	
延岡・高杉 (2010),	楠木 (2006,	2010),	楠木・
阿久津 (2006),	Christensen	and	Raynor(2003)	
栗木 (2009),	恩蔵 (2006,	2007),	陰山 (2014a,	
2014b),	D’Aveni(2010),	長内 (2012),	榊原・長
	 内 (2012),	榊原 (2006),	青木 (2011),	Pine	and	
	 Gilmore	 (2000),	Prahalad	and	Ramaswamy
	 (2004),	Schmitt(1999,	2003),	石井 (2010),	藤
川 (2006),	池尾 (2010),	工藤 (2009),	Kim	and	
Mauborgne(2005),	伊藤 (2005,	2008b,	2010)
などがある。
３	 ここで言うトライアンギュレーションとは、異
	 なる手法や異なる参加者による結果を利用し
て研究の確かさを高めようとする工夫のことで
	 ある(佐藤,	2002a,	2002b,	2006,	2008;	Bryman,	
	 2008)。
４	 例えば、製品ブランドの測定（Aaker,	1994;	松
	 島,	2004）、企業ブランドの測定 ( 伊藤 ,	2000)、
	 企業価値の測定（Mckinsey	&	Company,	2000;	
渡辺 ,	2004)、技術価値の測定 ( 伊藤 ,	2008a;	
Boer,	1999;	Christensen,	1997) などがある。
５	 確率的フロンティア分析では、企業の活動が、
新古典派経済学が仮定するような最適な活動を
常に行っているわけではないという前提が存在
している ( 水谷・中村 ,	2010)。
６	 ここでは共有されていない製品価値の分布は、
非負の半正規分布に従うと仮定している。ただ、
本稿で併せて行うヘドニック・アプローチでは、
共有されていない製品価値の分布は正規分布に
従うと仮定しており、負の値もとりうる仮定と
なっている。厳密にいえば、ヘドニック・アプ
ローチにおいても、非負の分布に従うと仮定し
た推定を行うべきであるが、本稿では対応でき
ておらず、この点は今後の課題となる。
７	 なお、本節で考察を行った確率的フロンティア
分析の手法が有効なのは、図１で示されている
カテゴリー製品のみである。この理由は、そも
そも脱カテゴリー製品には共有されている製品
価値が存在せず、共有されていない製品価値の
みであるため、本節で検討しているような製品
価値と共有されている製品価値との差分による
算出は不要なためである。
８	 図４(b) では、簡単化のため、経済には財が２
種類しか存在しないと仮定している。
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